
指定工事店および責任技術者の申請の提出書類について 

 
指定工事店指定申請 
 
提出書類について（以下①～⑪） 
① 下水道排水設備指定工事店指定申請書（様式第 1号） 

(ア) 商号、代表者住所・氏名、営業所所在地を記入する。 
② 代表者の住民票の写し又は外国人登録済証明書 

(ア) コピーは不可。 
③ 代表者の経歴書 

(ア) 形式は任意です。 
④ 身分証明書 

(ア) 代表者のもの。 
(イ) 成年被後見人および被保佐人でないことと、破産宣告を受けていないことの２
点を証明するものです。 

⑤ 商業登記簿謄本 
(ア) 法人の場合のみ 

⑥ 定款の写し 
(ア) 法人の場合のみ 

⑦ 営業所の写真並びに平面図および付近見取り図（様式第２号） 
(ア) 写真は営業所の外部および内部の状態がわかるもの数枚。 
(イ) 平面図は間口および奥行の寸法、机の配置状況を記入すること。 
(ウ) 付近見取図は最寄り駅から主な目標をいれてわかりやすく記入すること。 
(エ) 付近見取図は住宅地図のコピーを別添することでも可。 

⑧ 専属する責任技術者の名簿（様式第３号） 
(ア) 次のⅰ、ⅱの書類を添付すること 
ⅰ県公社の責任技術者試験合格証または更新講習受講終了証の写し 
ⅱ雇用関係を証する書類として下記（１）～（３）のうちいずれか一つ 
（１） 組合健康保険、政府管掌健康保険被保険者証の写し（雇用関係を証明で

きない国民健康保険証は除く） 
（２） 雇用保険被保険者資格取得確認通知書及び保険料領収書の写し 
（３） 従業員全員の賃金台帳又は源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し 

⑨ 設備及び機械・機材の目録と写真 
(ア) 目録の形式は任意 
(イ) 工事の施工に必要な設備・機材 



⑩ 納税証明書（市民税・固定資産税、最新のもの） 
(ア) 個人にあっては代表者 
(イ) 法人にあっては法人市民税および営業所の固定資産税 

⑪ 明石市給水装置工事事業者証の写し 
 
＊ 提出前には別紙チェックリストで書類の確認をしてください。 
 
 
 
 
 
 
責任技術者登録申請 
 
提出書類について（以下①～④） 
① 責任技術者登録申請書（様式第９号） 

(ア) 申請者についての項目を記入する 
(イ) 登録番号の記入欄は県公社責任技術者証にある技術者番号を記入すること 

② 住民票の写し又は外国人登録済証明書 
③ 写真（最近３ヶ月以内に撮影した上半身のもの縦 3.0ｃｍ×横 2.5ｃｍ）２枚 
（写真の裏面には、氏名を記入してください。） 

④ 県公社の責任技術者試験合格証または更新講習受講終了証の写し 
 
 
 
 
 
 
 
登録手数料 
  
指定工事店  新規指定手数料  30,000円 
        更新指定手数料  20,000円 
  
責任技術者  新規登録手数料  20,000円（１人につき） 
        更新登録手数料  15,000円（１人につき） 



指定工事店

不備内容 再提出

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

処理 　　　　月　　　　日ＯＫ

経歴書（同上）

登記謄本（法人の場合）

身分証明書（同上）

設備及び機械・機材の目録と写真
（工事の施工に必要な設備・機材）

納税証明書（市民税・固定資産税）

明石市給水装置工事事業者証写し

その他

※申請書提出時にこちらの用紙も持参してください。

　　　　月　　　　日連絡 再チェック

指定工事店指定申請書チェックリスト

申請書 (様式第1号)

住民票の写し（代表者）
又は外国人登録済証明書

定款の写し（同上）

営業所の写真

営業所の平面図及び付近見取り図
(様式第2号）

専属する責任技術者の名簿
（雇用関係を証する書類添付）　(様式第3号)

指定必要書類

指定番号

更新指定



責任技術者

不備内容 再提出

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

処理

責任技術者登録申請書チェックリスト

登録番号

必要書類 登録 更新登録

申請書　（様式第9号）

再チェック 　　　　月　　　　日ＯＫ

住民票の写し
又は外国人登録済証明書

写真（２枚）

責任技術者試験合格証
又は更新講習修了証（現在有効なもの）

　　　　月　　　　日連絡



様式第 1号（第 4条関係） 

下水道排水設備指定工事店（新規・更新）指定申請書 
 

                             平成  年  月  日 

 

  明 石 市 長  様 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔添付書類〕 

 １ 個人の場合は、成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者でないことを証する書類

 ２ 申請者（法人の場合は代表者）の住民票の写し又は外国人登録済証明書及び経歴書

 ３ 法人の場合は、商業登記簿謄本及び定款の写し 

 ４ 営業所の写真、平面図及び付近見取図（様式第 2号） 

 ５ 専属責任技術者名簿（様式第 3号） 

 ６ 工事の施工に必要な設備及び器材を有していることを証する書類 

ふ り が な 

商 号 

ふ り が な 

代表者住所･氏名 

 
 

ふ り が な 

営 業 所 所 在 地 

 
 
 
 
電話    （    ） 

 

印 

 
 
 

 

 電話    （    ） 

申 
 
 

 

請 
 
 

 

業 
 
 

 

者 



様式第 2号（第 4条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

営業所の平面図及び付近見取図 

 平面図 

                             面 積         ㎡ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 付近見取図 

                         線   駅下車 バス・徒歩  分 

注 
 １ 営業所の写真は、外部及び内部の状態がわかるもの数枚。 
 ２ 平面図は、間口及び奥行の寸法、机の配置状況を記入すること。 
 ３ 付近見取図は、最寄りの駅から主な目標を入れてわかりやすく記入すること。 



様式第 3号（第 4条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ふ り が な

専 属 者 氏 名

 
住    所 

 
登 録 番 号 

 
摘 要 

専属責任技術者名簿（ 新規・解除 ） 

                               年   月   日 

  明 石 市 長  様 

               指定（登録）番号    第        号 

               商      号 

                        〒 

               営 業 所 所 在 地 
                        電話    （   ） 

               代 表 者 氏 名              印 



（裏） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  〔添付書類〕 
 
  １ 責任技術者証の写し 
  ２ 専属を確認できるものとして、下記のうちいずれか一つ 
   (1) 組合健康保険、政府管掌健康保険被保険者証（雇用関係を証明できない 
     国民健康保険証は除く）の写し 
   (2) 雇用保険被保険者資格取得確認通知書及び保険料領収書の写し 
   (3) 従業員全員の賃金台帳又は源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し 
 
  注 専属解除の場合は、名簿を別様とするとともに、責任技術者証は原本を 
   提示すること。 

ふ り が な 

専 属 者 氏 名 

 
住    所 

 
登 録 番 号 

 
摘 要 



【指定工事店添付書類―経歴書参考例】 

以下は、例文です。形式等、こだわる必要はありません。 

 

          経 歴 書 
 
                      平成  年  月  日 
 
住  所 
氏  名 
生年月日（年齢） 
 
学校  ○年○月    ○○学校卒業 
 
職歴  ○年○月    ○○会社就職 
    ○年○月    ○○会社退職 
    ○年○月    ○○会社設立 
 
資格  ○年○月    自動車免許取得 
    ○年○月    配管技能取得 
    ○年○月    下水道責任技術者取得 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 








